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３．主要面談者リスト

　バングラデシュ政府関係者

1 財務省対外経済局（ERD） Add. Secretary Mr. Mohammad Mjebahuddin

2 同 Deputy Secretary Nasren Akhtas Chowdaly

3 同 Md. Shafirul Islam

4 食料災害管理省（MoFDM） Secretary Dr. Mohammad Ayub Miah

5 同 Joint Secretary Md. Shafiql Islam

6 同 Joint Secretary Mohsund Frdssi

7 同 Disaster Management Bureau（DMB） Director Gereral K. H. Masud Siddiqui

8 同 Director Md. Abu Sadeque

9 同 Dept. of Relief & Rehabilitation（DMB） Director Gerenal Md. Khalliur Rahman Siddiqui

10 地方政府技術局（LGED） Project Director Md. Matiar Raaman

11 同 Project Director Iftekhar Ahmed

12 同 JICA専門家 菅谷　進

13 同 Project Director Md. Zahangir Alam

14 同 Add. Chief Engineer Md. Abdul Gaffar

15 同 Add. Chief Engineer Md. Nurul Islam

16 同 Add. Chief Engineer Md. Wahidur Rahman

17 同 Chief Engneer Auarul Siddique

18 同 Project Director A.F.M. Munibdr Rahman

19 同 Project Director Harazi Shahbuddin Ahmed

20 同 Urban Planner Md. Mohirul Isam Khan

21 同 Project Director Md. Anwar Hossain

22 公衆衛生技術局（DPHE） Chief Engineer Md. Mustafizur Rahman

23 同 Executive Engineer AKM Ibrahim

24 バングラデシュ水開発ボード（BWDB） Chief Engineer

25 大衆初等教育省（MoPE） Deputy Chief Md. Zariv Hossain

26 運輸省道路局（RHD） SE Quad Ghulam Mustafe

27 同 Add. Chief Engineer Tarum Tapan Dewan

28
バングラデシュ赤新月社

Director Md. Nasir Ullah
（Bangladesh Red Crescent Societies：BRCS）

　ドナー、国際機関等

29 International Federation of Red Cross（IFRC） Head  of Delegation Selvaratanam Sinnaduari

30 同
International Operations

Yukiya Saito
Coordinator

31
アジア開発銀行（ADB） Head, Country

Zahid Hossain
バングラデシュ事務所 Programming

（敬称略）

所　属 職　位 氏　名
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32 同
Project Impl. Officer

Zahir Uddin Ahmed
（Water & Environment）

33
Comprehensive Disaster Management Chief Technical Advisor

Ian Rector
Programme（CDMP） & Team Leader

34
国連人間居住計画（UN-HABITAT）

Coordinator Mariko Sato
Rapid Response for Settlement in Crisis

　日本政府関係者

35 在バングラデシュ日本国大使館 特命全権大使 井上　正幸

36 同 参事官 田村　政美

37 同 一等書記官 吉田　明美

38 同 一等書記官 榊原　佳広

39 国際協力銀行（JBIC）ダッカ駐在員事務所 主席駐在員 藤田　安男

40 同 駐在員 野田　邦雄

41 JICAバングラデシュ事務所 所　長 萱島　信子

42 同 次　長 長　英一郎

43 同 所　員 鈴木　光明

44 同 所　員 横田　健太郎

45 同 所　員 武士俣　明子

46 同 OJT職員 勝亦　菜穂子

47 同 Deputy Director Sayedul Arefin
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４．多目的サイクロンシェルター及びインフラ施設に係る技術的所見

調査対象地域：バングラデシュ東部地域（ミルサライ、チッタゴン周辺）と南西部被災地域

　　　　　　　（バゲルハット県、ピロジプール県）

１．サイクロンシェルター

（1）わが国の無償資金協力によりこれまでに建設されたシェルターの現状

　わが国はこれまで、5 次にわたる無償資金協力により、合計 81 基のシェルターをバングラデ

シュ東部地域において建設してきた。このうちミルサライ及びチッタゴン周辺に建設されたもの

を2007年12月10～11日に調査した。視察対象は、ミルサライ周辺において3次建設シェルター

1 基と 5次建設シェルター 4 基、さらにチッタゴン周辺では 2 次建設シェルター 1基と 3 次建設

シェルター1基の合計7基。すべてのシェルターは小学校としても利用されており、維持管理や

建物の有効利用の観点からこの多目的シェルターの考え方は妥当と思われる。インタビューの結

果からも評価が極めて高く、その妥当性を十分うかがい知ることができた。

　5次シェルターは 2次及び 3次シェルター建設の経験を生かして改善されている状況がうかが

えた。例えば 2階へ上る階段幅の拡張、窓の採光、シェルター部屋の換気孔設置、雨水の有効利

用等である。

　各シェルターはサイクロン来襲時に500～1,500人を収容し、その機能を十分発揮していたが、

シェルター収容能力はまだ十分とはいえず、今後増設の必要がある。

　なお、オーストリア国資金によりカリタスというNGOにより建設されたシェルターも視察し

たが（（2）において後述）、設計仕様はわが国のシェルターに比較して見劣りがする。柱はRC構

造であるが、壁はブリックであり、すべてRC構造のわが国提供のシェルターの方が耐久性に優

れている。外観もコンクリートが黒く変色しており、見劣りがする。コンクリートの品質確保に

課題があると思われた。

　シェルター収容能力が大きく不足していることは、建設された周囲の住民人口並びにヒアリン

グから容易に判断されるが、すべてのシェルターが一律2階建てとなっており、ケースによって

は 3 階として収容人数の拡大を図ってもよいのではないかと考えられた。

　なお、今回のサイクロン「シドル」によるサイクロンシェルターへの被害は皆無である。

（2）他のドナー等により建設されたシェルター

　「シドル」被災地域、バゲルハット県、ピロジプール県において、バングラデシュ地方政府技術

局（LGED）及び NGO 等によるサイクロンシェルターの調査を 2007 年 12 月 13 日から 14 日の

間、実施した。調査対象は、バングラデシュの予算で、LGEDの施工管理、現地バゲルハット県

の施工業者により建設されたシェルター（3階建て）を 1 基、ドイツ復興金融公庫（KfW）予算

で、LGEDの施工管理、現地バゲルハット県の施工業者により建設されたシェルター（2階建て）

を 1基、並びにカリタス（NGO）により建設されたシェルター 1基、合計 3基。先の 2基は小学

校と併設であるが、カリタスによるシェルターはシェルター機能のみであった。

　LGEDの施工管理、現地バゲルハット県の施工業者により建設されたシェルターは、いずれも

出来栄えが良く、それぞれ2001年、2003年完工であるが、使い勝手も含め、特段の問題もなく、

十分な施工品質管理の下、建設されたと推定される。
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一方、カリタスによるシェルターは先の 2 基と比較すると、外見や出来栄えの点で見劣りがす

る。施工管理並びに施工業者はバゲルハット県内で調達したと推定される。

　3基とも、「シドル」来襲時において収容定員以上の人々を収容し、初期の目的を発揮したが、

避難希望者の方が圧倒的に多く、収容人員の不足が指摘された。

　1975年よりサイクロンシェルターの建設がLGEDにより始まったが、その当時建設されたシェ

ルターは「シドル」により被害を受けている。しかしながら、被害の原因は破砕ブリックをコン

クリートの骨材と使用していること、鉄筋のかぶりが十分でないため鉄筋の腐食によるコンク

リートの劣化や不十分な施工管理に起因していると推定され、必ずしも「シドル」による流水圧

力によるとは考えにくい。

（3）支援ニーズと今後のシェルター建設に向けた留意点

　今次調査の結果、サイクロンシェルターの建設にはいまだ大きなニーズがあることが確認され

た。特にわが国により建設されたシェルターは品質や使い勝手が良く、今回の調査で評価が高い

ことが実証された。これまで5次にわたり改善を加えてきた結果であり、この成果を今後のシュ

ルター建設に生かしていきたい。不足分はおおよそ2,000基といわれている。コストダウンを考

慮しながら早急に建設促進を図るべきと思われる。

　また、今後「シドル」被災地域にてサイクロンシェルターを建設する場合、以下の点を考慮す

ることが肝要であると考える。

①　5次シェルターの建設コストは、種々コストダウンに努めてきたが、いまだ他ドナー提供

の物に比較して3倍程度コスト高となっている。今後もコストダウンに努める必要がある。

②　コストダウンのポイントは、バングラデシュ建築技術基準の採用、設計費低減を目的とし

た設計の標準化等にあると考える。

③　他ドナーの追随を許さない多目的機能を有するシェルターとする。例えば、小学校併設は

いうに及ばず、Killa（家畜用の避難場所）併設、気象警報連絡用無線施設の設置、コミュニ

ティ活動拠点等が考えられるだろう。

④　シェルター内には飲料水用の深井戸が設置されているが、3次建設の井戸は壊れて使用不

可であった。井戸設置はコスト低減を考慮すると、再考に値する。

⑤　鉄筋コンクリート部材の鉄筋のかぶりを十分確保する必要がある。被災県で、LGEDによ

り 1975 年ごろ建設されたシェルターを視察したが、鉄筋のかぶりが不十分のため、鉄筋の

腐食が多く観察された。シェルターは海岸近傍に建設され、潮風を常時受けるので鉄筋の防

食に注意を払う必要がある。

２．インフラ施設

（1）道路、橋梁

　サイクロンによる2～3mの高潮高波により大きな被害を受けた。被害を受けた道路はいずれ

も LGED 所管の農村道路（幅員 3.1m）及び村落道路（幅員 1.9m）であり、広範囲に分散的であ

る。国道の被害はない。道路の被害箇所は多く見られるが、道路の一定区間通行不可という状況

ではなく、スポット的であるので住民の生活を脅かすものではない。道路の被害は舗装（厚さ 3

～ 5cm）並びにその下の路盤が越流水の掃流力により洗掘を受けており、なかには路床まで被害

が及んでいるケースもあるが、大部分は路盤までである。したがって、復旧にあたっては技術的
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に容易であり、LGED で十分対応可能である。

　一方、被災地域の被害を受けた橋梁は中小橋梁（15～ 56m、大部分は木橋）であり、極めて多

くの橋梁が全壊若しくは半壊している。最もスパンの大きい橋梁は56m程度で、構造は3径間単

純桁梁、制限荷重は5トンである。桁はＨ鋼（4本）、床版はコンクリート、橋脚はアングルやチャ

ンネル鋼を組み合わせた簡易構造である。現地の鉄筋コンクリート製の橋梁は全く被害を受けて

おらず、LGEDは長期計画で順次簡易橋梁をコンクリート製の永久橋梁に架け替えていく方針を

実施中と推定された。被災地でLGEDによる建設中の永久橋梁を見たが、LGEDの技術力で橋梁

再建は十分建設可能と判断された。

　被害を受けた道路橋梁は被災地に広く分布しており、いずれも小規模スケールであるととも

に、要求される復旧技術は高いとはいえず、LGEDの技術力で十分対応可能である。これらの点

を考慮すると復興ニーズは極めて大きいが、無償資金協力や技術協力による対応よりも、円借款

による復興が妥当と思われる。

（2）河川堤防（防潮堤防）

　堤防の断面寸法は外海からの距離によって変化しているが、その標準は高さ3m、天端幅3m、

法勾配 1：1.5 ～ 2.0 であり、視察した堤防は一様に越流（水深 2 ～ 4m）により洗掘被害を被っ

ている1。所管は水資源省である。視察場所の堤防には、完全に破堤した箇所も存在し、来年のサ

イクロンに対する防備のため早急に復旧する必要がある。堤防の築堤材料は付近で容易に採取可

能なシルト質粘土であり、適切な施工品質管理により大きな強度を期待できると判断される。復

旧は技術的に困難な課題は存在しないが、修復距離が数百 kmと広範囲に及んでいること、原型

復帰でよいのか、あるいは更に補強を必要とするか等については十分な技術的解析並びに検討が

要求され、水資源省と早急な協議が必要である。

　なおニーズについては、道路橋梁と同様に、広範囲に被害があり、特に破堤した箇所は早急に

復旧する必要がある。一報によれば堤防所管の水資源省は他ドナーや世界銀行の支援により堤防

強化のマスタープランを既に策定しているとのことであるので、更に確度の高い情報を収集し、

対応策を検討することが望まれる。

　またバングラデシュでは、河川変動により常時河岸浸食を受けている。住民からの聞き取り調

査によると、決壊した堤防では、サイクロン来襲以前から堤防にクラック等が散見されており、

地元政府に対して修繕要求を行っていたとのことでもあった。資金的な問題もあるかもしれない

が、堤防のメンテナンス体制が十分ではないのではないかと思われる。また他地域においても、

サイクロン来襲前から河岸浸食で堤防の役目を果たせていない部分もあり、建設後のメンテナン

スについては、今後の体制も含めて改善の余地があるといえる。

　なお堤防を所管している BWDB が被災箇所の調査を既に実施済みであり食料災害管理省

（MoFDM）に修繕計画を提出済みとのことであり、資金が確保されれば修繕工事を実施するとい

うことであった。

1 ここでいう標準は、バゲルハット、ピロジプール視察時の観察に基づく。バングラデシュ水開発ボード（BWDB）による施工全

般の標準については、付属資料６．「高波被害、高波対策構造物の破損、予警報制度、対水害建築技術について」の３．海外堤防

護岸及び高波対策構造物の破損状況把握・評価、技術的観点からの所見、日本による復旧ニーズ（特に技術協力の視点）の検討」

の項を参照されたい。
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（3）給水施設

　被災した 2 ヵ所の Pond Sand Filter を視察した。いずれも海水が水源池に浸入し、塩水化して

使用不可となっており、フィルター機能も海水が入り、機能不全に陥っている。なお、井戸は浅

井戸を観察したが、ゴミや海水が入り使用できない状況にある。被災地では国連児童基金

（UNICEF）他が簡易浄水器により緊急対応して住民へ飲料水供給を実施しているが、あくまでも

仮設機器であり、飲料水の安定供給の観点から Pond Sand Filter や井戸の復旧は急務である。

（4）医療施設、学校

　サイクロン被害が海岸線や河川付近に集中しているためか、被災した病院が見当たらない。し

かし、学校は全壊あるいは半壊のものが多く見られた。全壊した学校は基礎がブリック、構造体

は木製、壁は竹で編んだ材料であり、風圧や流水に対する抵抗力が小さい。しかし、数は極めて

少ないものの、コンクリート製の学校が存在し、それらは被害を受けていない。現地建設材料を

有効に利用した風圧や流水圧力に抵抗力のある構造躯体を考案する必要性がある。具体的な協力

は今後の検討課題である。

（5）住居の耐風水害建築技術について

　非常に多くの住居が風並びに流水により全壊している。その基本的構造は学校と同様であり、

今後の再建にあたっては風水害に抵抗のある構造とすべきであるが、現地で利用可能な建設材料

が限られているので容易ではない。被災地ではトタン屋根の住宅が多く存在するが、今回のサイ

クロンでは吹き飛ばされたトタン屋根が原因となった死傷者も多くいた。今後住宅復旧の際に

は、屋根が飛ばされないようにする工夫が必要であり、村落ワークショップ等を通じて、建築方

法について巡回指導を行うことが効果的であると思われる。

　なお、バングラデシュ赤新月社による防災プログラム（Cyclone Preparedness Program：CPP）

のワークショップの中には、住宅建築方法に関するものも含まれており、その活動の拡充により

対応可能であろう。耐水害という観点では、高床式やマウンドアップ等、既に対策がなされてい

る家も存在しており、洪水に対しては効果的であると思われる。また壊れた住宅の多くが横方向

の力に弱い構造にあったことから、住宅建築時に補強材（斜め方向）を入れるなどの工夫をする

ことで被害が軽減されるものと思われる。今後国連のアセスメントチームが入り、国連人間居住

計画（UN-HABITAT）が復旧建築について担当する予定となっており、日本側からの特段の技術

支援は求められていないとのことであった。
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５．予警報・防災対策の現状及び今後の支援に向けた提言

１．サイクロン予警報について

　バングラデシュ国内では、サイクロン発生時に、気象レーダーからの情報がバングラデシュ気

象局に集まり、そこから住民まで届くシステムが整備されている。特に沿岸地域では赤新月社に

よる Cyclone Preparedness Program（CPP）が整っており、今回のサイクロンでもそれがうまく

機能し、住民まで情報が伝達されていることが分かった。しかしながら、漁船には必ずしもラジ

オ等が整備されているわけではなく、漁に出ていた漁民などへは情報が届かず、多くの犠牲者を

出すこととなったのではないかと思われる。地元政府や住民からも漁民への情報伝達手段の確保

（ラジオの支給等）について要望があがっており、多くの人が漁業で生計を立てている地域にお

いては解決しなければいけない問題のひとつであるといえる。

２．住民の避難状況について

　今回のサイクロン来襲時には上記のとおり住民までサイクロン警報が届いていた。それにもか

かわらず死者が多くなった原因としては、①サイクロン発生の2ヵ月前の津波警報の空振りによ

り住民の間で警報に対する信頼感が低下し避難しなかったこと、②サイクロンシェルターの問題

（距離、キャパシティ、数）により多くの住民が避難できなかったこと、③家畜にて生計を立て

る住民にとって家畜は財産であり、それを置いてサイクロンシェルターに避難することができな

かったことがあげられる。特にサイクロンシェルターの少ない地域では、住民が協力して比較的

強い家への避難や木の上への避難等をしており、サイクロン及び高潮が来襲した際に住民が避難

する場所が十分に確保されていない状況である。今回の調査でも、県や郡の行政官からサイクロ

ンシェルターの増設及び家畜用の避難場所（通称Killa）の建設に対する要望が多くあがるなど、

避難場所の確保についてはニーズが高いといえる。

３．Cyclone Preparedness Program（CPP）プログラムについて

　現在、赤新月社（Bangladesh Red Crescent Society）とバングラデシュ政府により CPPが整備

されている。1970年代に設置されたプログラムで、サイクロン警報が発令された際に、気象局か

らの情報を住民まで届ける情報伝達システム、及び住民への啓発プログラムが含まれている。現

在 11県の 32 郡で CPPが整備されており、スタッフ 134 人とボランティア 4万 2,000 人から構成

されている。

　関係者や住民からの聞き取りによると、サイクロン発生2ヵ月前の津波警報及び今回のサイク

ロン来襲時には住民まで十分に情報伝達が行われており、CPPはよく機能していたことがうかが

える。一方で先述のとおりCPPは現在沿岸地域の11県の32郡にしか発足されていないため、今

回の被災地のなかでCPPが存在しない地域もあったことから、今後のCPP活動範囲の拡大が必要

であると思われる（CPPでの聞き取りによれば、今後4～ 5県を追加する計画があるとのことで

あった）。また、このプログラムでの啓発活動には、紙芝居等を用いた住民に対するワークショッ

プの実施、小学校での防災教育等がある。人員不足のため多くの回数を実施することは難しいと

いえるが、ボルグナ県パトルガタ郡では 2007 年に 7 回のワークショップを実施していた。
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４．防災分野における技術協力

　上記の状況を踏まえ、長期的な技術協力の可能性としては以下のものが考えられる。

①　気象観測能力の向上（技術協力プロジェクト要請案件）

・→平成 20 年度要請案件の活動拡充

②　住民への啓発活動支援（学校教育への防災教育導入、村落レベルでのワークショップの実施

← CPP の活動支援等）

・→青年海外協力隊（JOCV）グループ派遣、技術協力プロジェクト

③　復旧住宅の耐久性強化（風への対策）→復旧家屋建築指導（村落レベルでのワークショップ）

・→ JOCV グループ派遣

　【他ドナーにて実施中若しくは実施予定、協調可能性】

①　沿岸部ハード対策（堤防、バングラデシュ水開発ボード：DWDB）建設計画＆維持管理体制

見直し、災害・被害マップ

・→個別専門家

②　警報伝達段階における能力向上（伝達手段、伝達する情報）⇒住民の信頼性 UP

・→技術協力プロジェクト、個別専門家（食料災害管理省：MoFDM）

５．まとめ

　今回と同規模のサイクロンが次にいつ来襲するのか分からないが、今回のサイクロンの教訓を

生かして復旧・復興の段階から次への備えをしておく必要がある。

　サイクロン発生に伴う高潮への対策としては、堤防の改善（設置場所、施工、メンテナンス）

等のハード対策が効果的であると思われる。風への対策としては、住宅の耐久性を強化すること

で被害が軽減されるものと思われる。

　また、今回のサイクロンでは、サイクロン警報が住民まで届いていたものの、サイクロン発生

2ヵ月前の津波警報の空振りにより住民の危機意識が低下していた。津波、高潮、サイクロンに

はそれぞれ違った特徴があり、それぞれに対する住民の理解向上を図るとともに、住民に届く警

報情報について工夫が必要であると思われる。現在バングラデシュにおいては、Comprehensive

Disaster Management Program が実施されているが、それとの関係性に注意しながら系統だった

案件形成が必要であると思われる。
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ルターであるとの認識はいきわたっていた。しかしながら、今回のサイクロンによる高潮は初め

ての経験である者が多く、一度避難したシェルターが人で込んでいたため、再度家に帰った人が

いた等、高潮という現象の怖さが十分認識されていなかった。シェルターの収容能力が、一晩

立ったままの状態を強いられるということで、住民にとって不十分との意見はあるが、命と引き

換えにできるものではないことは理解されるべきである。

　バングラデシュにおける大規模高潮災害は頻度が低く、日本の津波災害と同じぐらいの感覚で

防災教育に取り組む必要があると思われる。低頻度大災害をもたらす自然現象を的確に理解する

社会構造をつくることが必要である。コミュニティのうち全員が正しい知識をもたなくても、

リーダー等主要な人たちが正しい知識をもって行動すれば、サイクロンのように初動に時間をか

けられる現象の場合、十分対応できると考えられる。バングラデシュは識字率がまだ十分高くな

いので、個人の教育・啓発と同時にコミュニティが機能する仕組みをつくることが重要である。

1970 年、1991 年及び今回のサイクロン被害の記録を後世に伝える仕組みをつくることが重要で

ある。

参考情報：2008年 6月から6週間の予定で ISDR予算による津波研修を土木研究所水災害研究グ

ループで行うことになっているので、これに参加してもらうことで防災意識の高揚に向けた取り

組みを取り入れてもらうことができると考えられる。

５．耐水害建築技術の把握、技術協力の可能性

　バングラデシュの海岸域における住家は一般に地盤から50cmから1m程度盛り上げた盛土の上

に床の高さ40～50cmの平屋又は2階建ての家屋である。この高さは経験的に床が頻繁に水に漬

からない高さとなっている。しかしながら、堤防がないところでの高潮被害や破堤した場合の高

潮の氾濫流を考慮した場合、氾濫流が床より高い場合は、家屋の中破又は大破を免れないと考え

られる（日本の建築物で津波浸水深1m以上は中破、2m以上は大破であり、基礎や主構造の違い

を考えると、これより低い氾濫流で同程度の被災レベルとなることが想定される）。

　Barguna District における被災家屋は植生に囲まれているにもかかわらず、3.3mの浸水で全壊

している。バングラデシュでは住家は一般に筋交いは使われておらず、風や高潮などの横からの

外力で容易に変形する構造となっている。この対策としては、流れの方向に平行にならないよう

な配置を考えるとともに、盛土の高さを上げて床下浸水にとどめる工夫が必要であろう。

　なお、高潮時には強風も作用するため、風対策も併せて必要である。今回、トタン屋根が飛ん

で被災した人がいたので、確実に風対策を行うことが重要である。

　一方、壊れた場合の対応は、簡易な構造ほど簡単に復旧できるメリットがあると考えられてい

る部分もあるので、堤防の整備状況等を勘案しながら住宅の耐水害対策を進める必要がある。
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７．フィールド調査記録（バゲルハット及びピロジプール県）

【所見】

・サイクロンシェルターは絶対数が不足、支援ニーズは高い。村人、中央、地方の行政官等、すべ

ての関係者から増設の必要性に言及があった。ピロジプールにおいてはシェルターと道路の補修

を求める村人が調査団の車を囲む状況もあり、人々の生活再建に向けた安寧のためにも早急に

シェルターを増設する必要がある。

・緊急援助が収束しつつあるなか、人々の生活（Livelihood）を立て直すための支援が必要。その

際、ただモノを提供するだけでなく、労働の機会、収入の機会をつくることが、人々の精神的な

安定、将来への展望にもつながると思われる。

・防災については、Cyclone Preparedness Program（CPP）は機能しており、情報は伝わったことが

確認できた。一方で、情報から行動に移すための知識や認知が不足しており、これを改善する防

災教育活動の必要性がある。

・インフラ復旧については、地方政府技術局（LGED）の実施能力が高いことを確認できた。支援

の実施に際しては、これに見合ったスキームや体制を考慮する必要がある。

【予警報と防災】

●バゲルハット県：Red Crescent Bagerhat Unit, Mr. Didharul Alam Babel, Secretary

・CPPは15日に本部より情報を受け、CPPボランティアにより警報を発信。メガホンなどを使っ

て人々に伝達した。

・サイクロンシェルターに避難しない人が出たのは、最近出た津波警報による。

・死者の数は毎日増えており、海岸に遺体が打ち上げられている。政府発表の数が増えないの

は、政府の数は、遺族からの申し出によりコンペンセーションを払った数に限られているた

め。一家全滅の場合は把握されようがない。

・シュンドルボンには 1万人のハニーコレクター、3万 3,000 人のwood cutter がいた。ドウブラ

チョールには 2万 6,000 人の漁民がいた。ドライフィッシュを生産するのに、男性ばかりが労

働のために滞在している島である。すべてがサイクロンに流された。

・高潮により給水施設がやられている。もともと塩害のために管井戸が適さないためPond Sand

Filter（PSF）を利用しているが、高潮による塩水の混入、動物・人間などの遺体による汚染で

使用できない。

・漁民の一部は高潮を避けるために運河に入り込んだ。通常の高潮ならば、これで身を守れるた

め。

・Red Crescent は災害後の医療サービス、食料配布も行っている。

●バゲルハット県：サランコラウパジラ CPP 事務所

・ダッカの本部との通信に問題は発生しなかった。情報は本部よりHFで受け、ダクシンカリの

事務所に VHF で流す。そこから先は、各ユニットがマイクロホンを使用して伝える。サラン

コラウパジラには 32のユニットがある。無線のアンテナは、15日夜に倒れて一時使用不可に

なったが、翌日には復旧した。

・問題点としては、メガホンが不足していたこと、若しくは使えなかったケースがあったこと。

・ボランティアは必要な研修は受けている。
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【被害を受けた村々と予警報・防災】

●バゲルハット県：ノースダクシンカリ

・海岸が近く、3m 程度の高さの堤防を越えて高潮。堤防も破壊された。

・死亡者数は 100 ～ 120 人。道路沿いに埋葬地が多く見られた。

・ほとんどの住民が住居を失っており、道沿いに仮住まい（シェルター）を作り生活している。

・CPPについては、サイクロン発生前の 15日に CPPボランティアによって情報の提供があった

が、約 2 週間前にあった津波の「誤報」1 の経験から、信用することなく従わなかった。一部

呼びかけに従った人が、サイクロンシェルターに逃げた。

・サイクロンの脅威そのものについて、理解していなかった。

・CPP のプログラムは、ボリシャルから対象地に対して、計 4 回の連絡を携帯電話で行った。

・ほとんどの住民は漁業を生業としており、ボート、網を失った。

●バゲルハット県：ダクシンカリより南方のBogi 村

・日本の緊急援助のジェネレーターを軍のキャンプが使用。

・サイクロンシェルター（カリタスが建設）を確認。基礎部分にクラックが入っている。サイク

ロン襲来時には 300 人以上が逃れた。周辺人口は 5,000 ～ 7,000 人で、絶対数が不足。

・軍による給水が行われていた。

・シュンドルボンのフォレストセンターが破壊されていた。

・CPPについては、14 日に旗により情報が提供された。翌 15日にはハンドマイクによるアナウ

ンスがあった。ただし、2週間前の津波の「誤報」2から、信じる人は少なかった。1つのサイ

クロンシェルターに 1,000 人以上が集まったが、1 階まで水位が上がり、大変だった。

・（復旧のプライオリティを村人に確認したところ）1番はサイクロンシェルター、2番に道路、

3番に堤防。また、給水施設の復旧。田畑が塩水に漬かり収穫ができず、漁業の道具も失った

ので、Food for work のような、労働に対する対価の支払いをしてもらいたいとの由。

・家畜は相当数生き残ったが、どうやって生き残ったのかは分からない。Killa はない。Killa を

作るのであれば、皆で土地を提供する。

・シュンドルボンは、ハチミツを集めたり、運河で魚を取ったり、生活用品を作る植物などを集

めるので、貴重である。復旧は大事。

・村とシュンドルボンを隔てる運河はトラよけのために人工的に造られたもの。

●ピロジプール県：Mathbaria 周辺

・高潮で堤防がぼろぼろに破壊。水位は 6～ 7m程度上がった。水が引くまで 3～ 4 時間程度で

あった。

・人口が 4,000 人程度の村（Ward）で、49 人が死亡。

・Red Crescent のボランティアはいる。13日にマーケット（集落からやや離れている）で呼びか

けがあった（ただし、男性は聞いたとのことであるが、女性はほとんど知らなかった、と発

言）。

1 住民は「誤報」と言及したものの、実際には「誤報」ではない。今次サイクロン来襲前には2度警報が出されており（1回目は2007

年9月12日のインドネシア津波の際。2回目は村人によって2週間前とか3週間前というズレがあるものの、同年10月24日にイ

ンドネシアで大型の地震があった際にも警報が出ていた）、いずれも実際には大きな津波の発生には至らなかったという経緯があ

る。
2 上記脚注1を参照されたい。
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・CPPボランティアのユニットリーダーが、病気でボリシャルの病院に入院中で、対応が十分で

きなかった。

【サイクロンシェルター】

●バゲルハット県：サイクロンシェルター：Dhandagor

・LGED により、College/ シェルターとして、2001 ～ 2002 年に 525 万 9,054 タカで建設。

・収容人数は 2,500 人だが、今回サイクロンでは 5,000 人が避難。周囲 2km 範囲をカバー。

・周辺は川、海からの増水があった。ただし、増水は 2フィート程度だったので、家畜は難を逃

れた。

・給水施設、男女別のトイレあり。

・屋上の壁上部を曲げて、風雨から身を守れるようデザインされている。

・ローカルコントラクターを雇用し、LGED が施工管理。

●バゲルハット県：サイクロンシェルター：アヌルガチア

・ドイツ復興金融公庫（KfW）/LGED

・2003 年建設。800 万タカ。

・収容人数は 1,000 人だが、500 ～ 2,000 人程度が避難。

・海からの増水あり。

【給水】

　バゲルハット、ピロジプールとも、塩害があり管井戸が適さないため、PSFを利用しているケー

スが多い。両県において、PSFが高潮、増水により塩水に漬かり、利用できなくなっているケー

スが確認された。Muslim Aid UK、国連児童基金（UNICEF）、バングラデシュ国軍が浄水器を設

置し給水しているほか、様々なドナー等によるボトル入りミネラルウオーターの配布が見られた。

【行政機関等との協議】

●バゲルハット県：サランコラウパジラユニオン長（UNO）

・緊急援助は収束しているとの認識。

・次の段階として、復旧、復興が必要。第一に人々の生活、第二にインフラ。

・ウパジラ内ではインドによる住宅復旧が 10 村で行われる予定。

・ウパジラ内は、人口2万8,000人に対してシェルターが6基しかなく、絶対的に不足している。

●ピロジプール県：バングラデシュ国軍チーフ

・被害概要のブリーフあり。ピロジプール県内においては、Mathbaria、Bhandania の被害が大き

い。電気については、ウパジラの中心部のみ復旧。 Baleswar River沿い地域の被害が大きい。

・水位は 6 ～ 7m 程度上昇。

・支援ニーズの優先順位は①人々の生活の復旧。生活の糧を得る機会を与える必要がある。漁民

のボートや網、養殖池のためのトラクターなど。②住居の復旧。③サイクロンシェルター、学

校との併用、また屋上にヘリポートがあるものがよい。④3ヵ月の食料配布の後の農業のため

の種の配布。⑤道路や橋などの復旧。

●ピロジプール県：UNO

・これまで、国連開発計画（UNDP）、英国国際開発省（DfID）、Care、世界食糧計画（WFP）、
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Action Aid、Palli Karma - Sahayak Foundation（PKSF）、米国の機関、フランスの NGO などが

緊急援助若しくは状況調査で来訪した。

・電気はMathbaria のみで復旧。

・CGI シートでけがをする人が多かった。

・医療サービスについては、NGOなどが短期で来訪するが、長期に必要な治療を行っていないの

が問題。きちんと最後まで治療されるようにしてほしい。
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８．個別協議・面談記録

2007年 12月 10日（月）　9:00-10:30

在バングラデシュ日本国大使館

在バングラデシュ日本国大使館：井上大使、田村参事官、吉田書記官、榊原書記官

JICA：萱島所長、横田所員　

調査団：全団員

　新納団長より対処方針ついて説明。主な内容は以下のとおり。

・年明けにコンサルタント含む第 2次調査団を派遣予定。資金協力の場合には、概略

設計まで実施する。

・20日に帰国報告、25日に JICA理事会にて報告し、年明け以降の実施方針について

決定したい。

（大使）

・今回踏査を行う場所はどこか。

→最も被害の大きかった 9県のうち 4県（バゲルハット、ピロジプール、ボルグナ、

ポトアカリ）に、2グループで行く。（所長）

→バゲルハットが今回最も被害が大きかった所である。（吉田書記官）

・ボリシャルにアメリカ海軍が支援拠点を配置していた。

　新納団長より協力の可能性（案）について説明。主な協議内容は以下のとおり。

・「災害対策支援」について、既存の協力が活用できるものは活用する。気象予測能

力の強化（平成 20 年度新規）と農村の耐災害性強化（既存）。コミュニティ防災は

本調査の結果、技術協力でできる可能性があれば検討する。

・「そのほか」について、日本の協力として支援できるものがあれば検討する。

・1991 年のサイクロン後に協力隊 OB を活用したアセスメント（サイクロンシェル

ター）を実施している。その実績を受け、本調査前に青年海外協力隊（JOCV）事務

局より JOCV短期派遣等について検討してほしいとの連絡があった。

（所長）

・災害後3週間が経過し、緊急対応ステージから復旧・復興ステージに移行しつつある。

各ドナーも独自にアセスメントチームを派遣しており、年明けから復旧・復興支援に

関する議論・会合が始まる。その際に日本側から支援案を提示できるよう早急な整理

（日本国内）を期待。

・長期的な支援（3～ 5 年）に関しては、技術協力にて取り組んでいく。

・16日のミーティングにて今後の方向性について議論（ニーズ、スピード、効率性）し、

日本に持ち帰ってもらいたい。

日　時

場　所

参加者

概　要
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概　要

（大使）　

・現場踏査を通じて、今後の方向性を練ってほしい。その際、他国との関係も整理して

ほしい。また、現在乾期で現場には水があふれていないと思うが、乾期と雨期の違い

もイメージしながら調査してほしい。

・首相が「オランダの例をあげて対策をしたい」と発言しており、中長期的な視点をもっ

ていることが分かる。

・バリで開催中の国連気候変動枠組み条約第13回締約国会議（COP13）との関係も視野

に入れつつ検討すると、外交的にも非常に効果が高いといえる。

・当地情報では多くの漁民が被害を受け、生計回復について考える必要があると聞いて

いる。今回の協力（案）に含まれていないが、可能性があれば検討してはどうか。

・3 ヵ月前の津波警報が空振りとなってしまったことで、今回の警報が軽視されたとも

聞いている。また家畜にて生計を立てている住民は、家畜を置いてすぐに逃げること

ができなかったとも聞いている。今回の被害でも家畜被害は大きく、家畜の避難等も

検討する必要があると思われる。

・マングローブが今回の高潮で被害を受けたと聞いている。農業顧問の演説にもあると

おり、マングローブの再生や新種の植生による防潮林等も可能性があるのではないか。

（吉田書記官）

・協力（案）以外の成果（一般的なニーズ調査）が調査後の報告に含まれるのか。今後

の協力の方向性を決定するにも、そういった情報が必要であり、広くニーズアセスメ

ントを実施してほしい。報告のなかに、一般的なニーズを含めた方がよい。

・足の速い防災災害復興無償、コミュニティ開発無償等のスキームを活用し、きめ細や

かな整理をしてほしい。

・サイクロンシェルター（学校）へ支援する場合、プールファンドとの関係に注意する

必要がある。

（大使）

・外交面での効果が得られる協力を検討してほしい。

・Local Technology を活用したNew Technology の開発なども検討するとよいのではない

か。

・住民が収入を得られるようにならなければならず、その視点を忘れずにもってほしい。

（所長）

・今回の調査のスコープは①年明けに実施できるものの検討、②中長期的な支援のアイ

デア拾いと考えている。国連食糧農業機関（FAO）がアセスメント調査を実施中との

情報も得ており、そういった機関からの情報収集も重要である。
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（大使）　

・風に強い住宅に関する協力はできないのか。

　→国連、ハビット（NGO）が住宅支援に関する情報をもっている。（吉田書記官）

・バングラデシュ工科大学（BUET）からの情報収集も効果的ではないか。

（吉田書記官）

・外務本省の考え方は？

　→外務公電にて送付した電信とJICA作成の対処方針にて十分カバーされており、特段

付け加えることはない。（中西団員）

・防災復興支援無償の額は？

　→案件が決まって、額が決まるものであり、額ありきではない。（中西団員）

　→スキーム（防災災害復興無償、コミュニティ開発無償、円借款等）に関しては、資

金ソースが日本にどう絡むのかを考えながら決めていきたい。応急対応及び現地対

応が可能なものは、足の速い借款の可能性も検討する必要がある。（団長）

（団長）

・ペルー地震の際には、大使館からの要請が非常に早く発出された。調査後の早急な支

援実施のためにも、早急に簡易なものを発出して頂きたい。

（大使）

・ニーズアセスメント調査の記者発表をした方がよい。

　→ NHKが現地入りしており、取材を受ける予定。（亀井団員）

（吉田書記官）

・気候変動を含めることで外交面での効果が高いと思う。

（大使）

・無償と有償のデマケーションについても整理しておくことが必要。
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2007年 12月 10日（月）　11:00-12:00

食料災害管理省（MoFDM）

MoFDM：次官Dr. Mohammad Ayub Miahほか

JICA：萱島所長、横田所員、Arefin所員

調査団：全団員

　MoFDM次官より、日本の支援及び調査団来訪への謝辞。先方配布資料に基づき、災害

の概要、復旧・復興に向けたニーズの説明があったのちに意見交換。以下先方見解、説

明の要点。

・緊急支援活動は一段落し、被害状況の初期アセスメントは終了。アセスメント結果

を現在取りまとめており、12 日開催のドナー調整会議（LCG）で発表する予定。

MoFDMから被害状況、財務省から全体のニーズとバングラデシュ政府（GoB）の対

応、計画省（MoP）より復旧・復興計画の説明を予定している。

・遺体の埋葬、水・食料の配布も目処は立った。井戸などに被害があり、沿岸部にお

いては飲料水確保がまだ問題になっている。

・食料については、政府の食料配布プログラムVGFで1世帯15kgのコメの配布を4月

まで継続して実施する。また、洋服と毛布の配布も予定。結果、政府の備蓄米が払

底する見込みであり、今年の生産目標との比較において、合計1兆 t不足する。この

うち半分の5,000万 tは政府が調達するが、残りについてはドナーからの支援を期待

している。国内価格高騰を避けるため、国内調達ではなく、海外からの調達をする

必要がある。

・やや長期的なニーズとしては、以下。

－サイクロンシェルター建設

－初期予警報システムの構築

－堤防の建設

－シュンドルボンの回復

・サイクロンシェルターについては、2,000基の建設が必要。このうち、500をMoFDM

で、500を教育省が担当。準備に向けて、MoFDMにおいて、①デザインを決めるた

めの技術委員会と②場所選定条件を決めるサイト選定委員会を開催している。元バ

ングラデシュ工科大学（BUET）、現BRAC大学のジャナルダン氏がかかわっている。

計画としては、1991年のサイクロン後に作成されたマスタープランを、人口増を勘

案して見直したものとなる。計画は今月中には最終化する。サイクロンシェルター

については、LCGのなかにクラスターグループがあり、調整中。クラスターにおい

ては、国連人間居住計画（UN-HABITAT）と1つのNGOがハウジングと併せて議論

している。

・護岸、堤防については、70 億タカ相当の計画を、準備中。

・MoFDMより見て最重要課題を尋ねたところ、①食料、②インフラ復旧、③サイクロ

ンシェルター、④予警報システム構築、⑤家の再建。

・今回災害後にあらゆる通信手段が寸断されたことから、（平成 20年度要望調査で要

請のあった）予警報システム強化について、ニーズが高い。同時に、Cyc lone

Preparedness Program（CPP）ボランティアのキャパシティ・ビルディングも必要。

日　時

場　所

参加者

概　要
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・通信切断は、災害当日の深夜より、場所によっては 2～ 3 日かかった。地域によっ

ては3～4日かかった。MoFDM所管においても、無線、ラジオ、衛星電話などあっ

たが、いずれも機能しなかった。

・（問題は通信ではなく、情報を得た人々が退避しなかったことではないかと指摘し

たところ）そのとおりである。人々のアウェアネス向上が課題である。家畜や畑を

置いて逃げられない人々もおり、シェルターに家畜を保護することも要検討。また、

学校教育において防災教育を導入することも考えている。ハードの向上とソフトの

向上が同時に行われる必要がある。

・CPPについては、現在 11 郡をカバーしているが、これを 15 郡に拡大する必要があ

ると考えている。特に、チョール（離島）の状況の改善は必須。

・通信については、サイクロンシェルターに通信機能を確保することも効果的だと考

えている。

収集資料：

・パワーポイントハードコピー
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2007年 12月 10日（月）　14:00-16:00

地方政府技術局（LGED）

JICA：萱島所長、横田所員、Arefin所員

調査団：全団員

LGED：Chief Engneer, Auarul Siddique

　LGEDより、今回来襲したサイクロンについて、①サイクロンの状況、②被災状況、③

被災地域、④農村部インフラの被災状況、⑤現場写真、⑥国際協力銀行（JBIC）プロジェ

クト及びプロポーザルプロジェクト、⑦サイクロンシェルター、⑧サイクロンシェルター

増設計画の順に説明があった。

　①～④の詳細な数字は収集資料のとおり。

　⑦及び⑧のサイクロンシェルターについては、現在既存のシェルターが1,861基存在す

るが、そのうち161基が使用不能で、残りの1,700基が使用可能な状況にあるとの説明が

あった。また、LGEDより2,000基のサイクロンシェルターの増設が必要であるとの調査

結果について説明があった。

　新納団長より、本調査の目的について説明があった。

・ニーズアセスメント

・現地踏査

・バングラデシュ政府、地方政府、NGOとの情報共有及び議論

・調査終了後の協力プロジェクトの形成

・2,000 基のサイクロンシェルターの建設計画について教えてほしい。（団長）

→デザインは、地域や人口分布によって2階、3階建てのもの等、新しい設計を検討

するなど準備が進んでいる。またUNION やコミュニティのComplex をサイクロ

ンシェルターとして使えるような設計にすることも検討している。

→復興活動をどの機関が責任をもってやるのか明確になっていない。

→1994年に実施されたサイクロン復興プロジェクト（国連）にて、①住居の建築基

準の順守に対する啓発活動、②沿岸部へのサイクロンシェルターの増設が提案さ

れている。

→サイクロンシェルターの建設だけでなく、Connection Roadの復興も必要と考えて

いる。

→14日（金）にサイクロン復興に関する会合（世界銀行主催）が開催され、NGOや

学術機関も参加する予定になっている。（Siddique）

・サイクロンシェルターのマスタープランをどの機関が主管しているのか。（所長）

→10年以上研究（日本、ドイツのコンサルタントとともに）をしており、現在既に

5～6種のデザインが作成されている。サイクロンシェルター建設の優先順位（政

府）が最も高いのは学校であり、1.5kmごとに小学校を建設するという計画の下、

それに合わせて建設場所の検討がなされている。GISマッピングを活用して確認。

（Siddique）

日　時

場　所

参加者

概　要
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・2,000 基の建設計画のスケジュールはどうなっているのか。（所長）

→年間400基のサイクロンシェルターを建設し、5年間で2,000基の建設を行いたい

と考えている。サイクロンシェルターのQuality Control Center にて質の確保が可

能であると考えている。

→Ministry of Primary Education とも連携してサイクロンシェルター（学校）の建設

に取り組んでいる。754 ヵ所については建設場所が決定している。（Siddique）

・サイクロンシェルターの効果を示す根拠データがあるか。（団長）

→特にデータはない。水サミットで日本の研究者が 1985 年までは間違った施工を

行っており良くなかったと発表しており、非常にショックを受けたが、現在問題

はないといえる。（Siddique）

・ローカルコントラクターで建設可能なのか。（団長）

→地元業者でも十分に建設可能な能力をもっている。（Siddique）

・道路、橋梁の復興も現地コンサルタントで可能なのか。（団長）

→そのとおり。（Siddique）

・協力スキームとして、①円借款、②無償（日本コンサル）、③無償（日本コンサル＋

現地コンサル）が考えられるが、優先順位があるか。（所長）

→③、①、②の順。現地コンサルを活用でき、コストのかからないものがよい。

（Siddique）

・サイクロンシェルター以外で優先度の高いものは何か。（所長）

→ Connection Road の復興

→今回のサイクロンで電話通信（民間）のアンテナが壊れた。サイクロンシェルター

の屋上に通信施設を設置できないかと考えている。（Siddique）

・JOCVによる社会調査を1992年に実施し、成果がでている。今回のサイクロンにつ

いて派遣するとなった場合、どう思うか。（団長）

→派遣された場合には、Welcomeであるが、各ウプジャラにCommunity Organizerが

駐在しており、社会調査については各ウプジャラで実施しているため、現時点で

必要性は感じていない。（Siddique）

・一般住宅についてどう考えているのか。（亀井団員）

→国連開発計画（UNDP）レポートにて Private Housing についてはまとめられてい

る。現在ハウジングローンの検討もしているが、低所得者層は難しいと思ってい

る。また国連から NGO に資金が流れ、NGO が住居を建築する方法もある。

（Siddique）



－ 46 －

概　要

・堤防や道路の被災状況について、情報があればほしい。（所長）

→沿岸部での被害が非常に大きかったと聞いている。堤防については、海岸に面し

ており、規模の大きいものはバングラデシュ水開発ボード（BWDB）の所管となっ

ており、それに関する情報は特に有していない。LGED所管の堤防は小規模のも

ののみ。（Siddique）
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2007年 12月 10日（月）　16:30-17:30

財務省対外経済局（ERD, MOF）

ERD：Additional Secretary, Mr. Mmohammad Mjebahuddin ほか

JICA：萱島所長、横田所員、Arefin所員

調査団：全団員

　以下先方見解、説明の要点。

・生活の復旧が優先課題。

・人口増によるサイクロンシェルター建設のニーズも高い。

・日本は洪水復旧のための支援を円借款で検討していると承知しているが、サイクロ

ンについては、スピードが重要であるため、調達手続きも早い無償による対応を優

先して検討願いたい。何よりも早い対応が重要である。

・被害状況と支援ニーズについては、MoPが取りまとめており、総額10億米ドルほど

のものとなる見込み。

・復旧ニーズに加え、食料の問題が深刻化する懸念がある。

・支援が必要とされている技術レベルについては、現地調査において確認してほしい。

・支援検討にあたっては、日本の比較優位を踏まえて、実績がある分野で検討された

い。

・他ドナーとのデマケーションとして、地域割というのもあり得るだろう。

・他ドナーの動きとして、世界銀行、アジア開発銀行（ADB）がアセスメントの準備

をしているのではないか。このほか、FAO、国際農業開発基金（IFAD ）が農業関係、

UNDP も動いていると認識している。

・PRS（貧困削減戦略）プロセスについては、1年延長したところだが、今回サイクロ

ンを受けての変更などは予定していない。

・支援の「要請」については、日本側の状況に応じて出す準備がある。

日　時

場　所

参加者

概　要
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2007年 12月 11日（火）　9:30-10:30

International Federation of Red Cross（IFRC）

IFRC：Selvaratanam Sinnaduari (SELVA), Head of Delegation

IFRC：Saito Yukiya, International Operations Coordinator

JICA：横田所員、Arefin所員

調査団：新納団長、中西団員、亀井団員、吉田団員、服部団員

　SELVA氏より、サイクロン被害とそれに対するRed Crossの活動について説明があっ

た。

・6万世帯の計30万人に対して緊急支援物資を提供。食料、雨露をしのぐためのプラ

スチックシート（屋根）、ブランケット、衣服、浄水タブレット（2ヵ月分）など。

・生計回復支援（漁民に対して魚網や漁の道具を提供）

・47 のサイクロンシェルターの修繕が必要であり、5つのサイクロンシェルターの新

設を計画している。

・大きな被害としては、停電、電力低下、情報伝達手段の遮断がある。

〈CPPプログラムについて〉

・バングラデシュ政府とバングラデシュ赤新月社（Red Crescent Societies）が 20 年以上

前から実施しているプログラム。134名のスタッフの給料がバングラデシュ政府から支

払われ、セミナーの開催などの運営費は Red Crescent Societies にて支出。

・ボランティアへのトレーニングや啓発活動を実施し、災害への予防活動を行っている。

・サイクロン情報の伝達手段として旗を用いた方法が適用されており、サイクロンの規

模により 3種類に分類されている。またボランティアが各戸を災害情報を伝達して回

る。今回のサイクロンでもボランティアが地域を回り警報を与えた（ボランティアは

現在 4万 2,000 名）。

・予警報の伝達は問題なく機能している。

・コミュニティへの啓発プログラムの実施中。

・今回のサイクロンを機に、小学校での教育プログラムを正式プログラムとするように

教育省に提案していく予定。

・17 日にノアカリにて避難訓練を実施する予定にしている。

・早期警報体制の強化と学校教育、コミュニティ啓発を強化していきたい。

〈今回被害が出た原因は〉

・人々が事態の深刻さを理解していなかったため、避難が行われなかった。

・サイクロンシェルターの数が十分でなかった。また明かりもないことから夜間の避難

になった場合、サイクロンシェルターは発見されにくい。また住居からサイクロンシェ

ルターまで最大 2km も離れている家もある。

・通信システムには、Wireless System（安くてよい）、VHF（まだ既存のものが十分働い

ている）、衛星電話（コスト大）などがある。現在使用しているシステムは依然として

問題なく機能している。

日　時

場　所

参加者

概　要
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2007年 12月 11日（火）　10:50-12:00

バングラデシュ赤新月社（Bangradesh Red Crescent Societies：BRCS）

BRCS：Md. Nasir Ullah, Director

JICA：横田所員、Arefin所員

調査団：新納団長、中西団員、亀井団員、吉田団員、服部団員

　Nasir氏より、CPPプログラムに関する説明があった。

・1972 年に CPP が開始され、Early Warning System が開始。

・1973 年よりバングラデシュ政府の協力を得、現在に至る。

・スタッフの給料はバングラデシュ政府が負担し、活動に係る運営費（セミナー、

Wireless Network 等）は BRCS が負担している。

・現在 11 県にてプログラム実施中であり、今後 4～ 5 県を追加する計画がある。

・本プロジェクトの主目的は、早期警報情報の伝達であり、現在VHFシステムにて通

信を行っている。情報交換は本部と支局間で双方向の通信を行うことができるシス

テムであり、1日 2 回気象情報の交換を行っている。

・ボランティアが4万2,000人登録されている。ボランティアの活動は災害前；予警報

情報の住民への伝達、災害中；救助、災害後；救援、復興時；住宅復興の支援など

を行っている。ボランティアは志願制であり、①Red Crossのメンバーになれるかも

しれない、②様々な道具（レインコート、ブーツ等）が付与されることをインセン

ティブに志願してくる。

・Meetingや Seminarを実施して、コミュニティのキャパシティ・ビルディングを図っ

ている。

・HFシステムは遠くまで通信可能であるが、気候の影響を受けやすく通信がうまくい

かない場合もある。既存の通信システムにて十分に通信が可能である。

・現在のCPP には津波警報は含まれていないが、9月の津波にも活用されていた。

・住民啓発プログラムをウパジラレベルで実施している。

日　時

場　所

参加者

概　要
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2007年 12月 11日（月）　12:00-12:40

アジア開発銀行（ADB）

ADB：Mr. Zahid Hossain, Head, Country Programming Bangladesh Resident mission, ADB

ADB：Mr. Zahir Uddin Ahmed, Project impl. Officer (Water & Environment)

JICA：横田所員　

調査団：新納団長、中西団員

１．ADBのDisaster Damage Rehabilitation Programには以下の5つのコンポーネントがあ

る。

　①　Quick Disbursing（農業被害対策等に必要な種の輸入代金の負担）　5,000万ドル

　②　Rural Infrastructure　2,235 万ドル

　③　Municipal Infrastructure　1,385 万ドル

　④　Road　3,085 万ドル

　⑤　Water Resource　2,111 万ドル

合計 1 億 5,000 万ドルのうち、バングラデシュ負担分が 3,000 万ドル、ADB 負担分は

1億 2,000 万ドル。日本、カナダ、オランダが協調融資をする見込み。

２．日程的には1月末にADB理事会にて承認、直後にL/A（借款契約）の予定。

３．このうち、サイクロン災害関係は、①のQuick Disbursementの 5,000万ドルのうち、

2,000万ドルをあてる予定。L/A直後財務省に支出する予定。それ以外は同プロジェク

トからサイクロン災害関係の支出予定なし。

４．現在実施中のADBプロジェクトからサイクロン関係に支出をするのは以下の2案件。

①　Primary Education Development Program Ⅱ（PEDP Ⅱ）＝ ADB が英国国際開発省

（DfID）などのドナーと協調しながら行っているSWAPs。ADBがリードドナーで、

教育改善をめざすもの。本プロジェクトの実施機関、教育省より今次サイクロンに

より教育省関係の初等教育施設が 700 ヵ所損壊し、復旧が必要との要請があり、必

要資金を緊急配分する予定。このうちいくつかはサイクロンシェルター併設のいわ

ゆるMulti Purposeの施設とする予定。建設実施機関はLGED。足の速い支援をめざ

しており、乾期中（4月まで）に完成させたいと考えている。

②　Rural Infrastructure Improvement Project（PhazeⅡ）は対象地域に既に被災地が含ま

れており、通常業務の一環として南部インフラ強化をめざす。

５．協調融資パートナー（日本、カナダ、オランダ）が、自ら拠出する金額の使い道を

サイクロンに指定する場合は、それは可能とのこと。

６．今後とも情報交換を進める必要があることで双方一致。ADB側のコンタクトポイン

トは Disaster Damage Rehabilitation Program のプログラム責任者Mr. Stephan。

日　時

場　所

参加者

概　要
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概　要

７．申し送り事項

　サイクロンシェルター建設が②の Rural Infrastructure に含まれるのではないかとの

JBIC 野田氏の指摘に対し、ADB 側は①の緊急支出の項目以外に Disaster Damage

Rehabilitation Programからサイクロン関係に支出する予定はないと回答。今後ADB単

独でサイクロンのアセスメント調査を行う予定もないとのこと。ただし、野田氏によ

れば、ADBが現在作成しているDisaster Damage Rehabilitation Programのプロジェクト

ペーパーにはサイクロンシェルターの建設が②のコンポーネントとして入っており、

同プログラム責任者の Stephan 氏もそう言っているとのこと。
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2007年 12月 11日（火）　12:30-13:45

Comprehensive Disaster Management Programme（CDMP）

CDMP：Mr. Ian Rector, Chief Technical Advisor & Team Leader

JICA：Arefin所員

調査団：服部団員、亀井団員

　CDMPの概要及び今後の計画について聴取。以下先方見解、説明の要点。

・現在フェーズⅠを 2009 年までの予定で実施中。2009 年以降はフェーズⅡを予定。

フェーズⅠはモデル・計画づくりがメインであり、全国的なオペレーションはフェー

ズⅡ以降の本格化になろう。

・プログラムは5つのサブプログラム（①キャパシティ・ディベロップメント、②パー

トナーシップ・ディベロップメント、③コミュニティ・エンパワーメント、④研究

情報管理、⑤レスポンス管理）、12のコンポーネントで構成される。対象地域は、当

初 7県。研修については、34県で実施。今後、洪水リスクの高い 8県、サイクロン

リスクの高い 10 ～ 12 県の、合計 20 県程度に拡大することを検討中。

・政策レベルでは、関係法のレビュー、組織体制のレビュー、MoFDMのキャパシティ・

ビルディングを行っている。また、パートナーシップ醸成については、主にアドボ

カシー面での取り組み。（→コンポーネント①と②）

・③のコミュニティレベルの取り組みにおいては、CRA（Community Risk Assessment）

という取り組みを導入。コミュニティレベルで諸災害のリスクをマッピングし、行

動計画（Risk Reduction Action Plan）を作成するもの。またその実施にあたっては、

提出のあったプロポーザルに応じて funding を行う。

・④研究情報管理については、様々な調査研究を実施。シレット、ダッカ、チッタゴ

ンを対象とした地震に係る調査（土壌、建物の構造、人口密度及び想定され得るリ

スク）や、津波やサイクロンによる高潮について、地形に応じた潮位の予測モデル

などを研究している。気候変動についても、マクロとミクロをつなぐ点に焦点をあ

て、実際のリスクやハザードインパクトの予測などを行っている。重要なのは、マ

クロレベルで予測されることを、影響があり得る分野において、更にコミュニティ

レベルでそのようなリスクがあるかを理解すること。

・⑤レスポンス管理については、緊急災害情報管理の強化を行っている。具体的に、

64県のすべてにコンピューターネットワークを設置。ゆくゆくはウパジラ、コミュ

ニティレベルにつなげていきたい。

・今回のサイクロンにおいて、予警報においては 2 つの問題点があったと認識。1つ

は気象局が出した警報の正確性。実際の通過よりも早い通過予測を出したことで、

一度避難した住民が、戻る結果となった。加えて、最近の津波警報の影響もあり、

警報の「信頼性」に問題が生じた。もう 1点は「警報」の意味が正しく住民に理解

されなかったこと。例えば、洪水において、水位が 20cm 上がるという予報が、コ

ミュニティにおける実際のリスクしてどのような意味をもつのか、理解されておら

ず、警報が有効な「ツール」として機能していない場合がある。

日　時

場　所

参加者

概　要
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概　要

・コミュニティレベルでその地域に特化した災害リスクが、人々にきちんと理解され

る必要がある。CRAで作成された行動計画が、人々に浸透するよう、学校への掲示

などの取り組みが必要。また、サイクロンに対して備える際にちょっとした行動が

リスクを減らす可能性がある。例えば、大洋州においてはサイクロン警報に応じて、

人々がトタンや建材、食料、水を地中に埋め、退避から戻った際に取り出して、緊

急事態の初動に対応している。こういった行動の浸透が被害の軽減につながり得る。

・今回のサイクロンを踏まえ、CDMPの地域的拡大も含めて新しい活動の取り組みを

検討中。DfIDがファンディングに興味をもっている。CDMPはいろいろなステーク

フォルダーの活動のアンブレラフレームワークとして機能することを意図している

ので、JICAや日本が実施する協力についても、調整することを期待。予警報の強化

にしろ、サイクロンシェルターの建設にしろ、協働できる部分があるはず。CDMP

は当座1～2年で活動を拡大していくステージと、2009年以降長期的にオペレーショ

ンを拡大する部分があるので、JICA もこれに応じた協力を考えることが可能だろ

う。UNDP とも必要に応じて連絡をとられたい（→追ってプロポーザル送付を依

頼）。

・（赤新月社のCPPとの連携について尋ねたところ）行っていない。赤新月社は独立

性が高いこともあり、実際には直接の連携を行っていない。CPPは一見よく機能し

ているように見えるが、実際にはいろいろと問題が多い。ボランティアに配布され

るべきものが配布されていない、また研修も全くなされていない実態など。システ

ムとして機能しているとは思えない。

収集資料：

・A Facilitator’s guidebook for Community Risk Assessment and Risk Reduction Action Plan

・Comprehensive Disaster Management Bangladesh Experience
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2007年 12月 11日（火）　15:00-15:40

公衆衛生技術局（Department of Public Health Engineering：DPHE）

DPHE：Chief Engineer, Mr. Md. Mustafizur Rahman

DPHE：Executive Engineer, Mr. AKM Ibrahim

JICA：横田所員

調査団：新納団長、吉田団員

　DPHE側から被害の概要と活動状況について説明あり。以下、説明の要点。

１．初期アセスメント調査結果

・被害状況に関する初期アセスメント調査実施済み。12/9報告書作成済み。詳細アセ

スメント調査は国連児童基金（UNICEF）が別途実施中。

・初期アセスメント調査の結果、早期復旧が必要とされる設備の全体金額は1億8,600

万タカ（3.5億円）。うち1億4,000万タカが直接被害、残りはマネジメント経費。損

害を受けた（復旧が必要な）設備は、TubeWell、Pond Sand Filter（PSF）、Pond、Sanitary

Latrine（トイレ）、Production Center（トイレの備品を作っている所）。

２．将来計画（コンセプトペーパー入手済み）

・Ministry から、災害対策に関するDPHE の計画を提出するよう依頼あり。

・積算経費は 9億 2,000 万タカ（18 億円）程度。

・内容：高潮対策 /保水のための堤防（海水を池に入れない、池の水を飲料水として被

災後に利用）建設、池の修復・浄化、サイクロンシェルター付近あるいは沿岸地域

への手押しポンプ設置、ジェネレータ設置、ポウルショバ・県事務所・モスク等へ

の水供給センター設置等。

３．移動型浄化装置の調達（DPP準備中：資料入手済み）

・DPP 準備中。支援ドナーは未決定。

・調達予定機材は船 2＋浄化装置 8＋エンジンボート 2、トラック 5＋浄化装置 5

・必要経費は 3億 7,720 万タカ（7億円）

４．ドナー支援について

・実施中案件は、UNICEF、デンマーク国際開発庁（DANIDA）、米州開発銀行（IDB）、

世界銀行、世界保健機関（WHO）。一部、リアロケーションなどにより既存案件内で

サイクロンに対応している。

５．その他

・沿岸部の水供給は技術的に困難。調査をしたうえで適切な方法を開発したい。

・既存サイクロンシェルターでは、トイレ1ヵ所、ポンプ1ヵ所であるケースがある。

1,000 人以上収容するため数が不足している。

日　時

場　所
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2007年 12月 11日（火）　16:30-17:00

バングラデシュ水開発ボード（Bangladesh Water Development Board：BWDB）

BWDB：Chief Engineer, Monitoring and Planning Unit

JICA：横田所員

調査団：新納団長、吉田団員

　BWDB側から被害の概要と活動状況について説明あり。以下、説明の要点。

１．被害アセスメント調査結果（資料入手済み）

・堤防：全体367km、部分2,015km、灌漑・排水路：部分82km、構造物（ゲートなど）

全体 325 ヵ所、部分 587 ヵ所等

２．復旧計画の金額見積り

・現状復旧（破損部分のみ、短期的）：1億500万ドル。上記破損堤防の修復（2,500km）。

・アップグレード（ゲートの設計改良等、長期的）：1 億 5,500 万ドル

・その他管理経費等で 5,000 万ドル程度を見込んでいる。合計 3億ドル。

・チーフアドバイザー発言にあった堤防建設2億5,000万ドルは概算であり、上記金額

とは必ずしも整合しない。

３．他機関とのデマケーション

・堤防建設の際には、RHD（道路局）、LGEDとMOU（覚書）を締結。堤防部分はBWDB、

道路部分は RHD/LGEDが維持管理まで責任を負う。

・水資源管理のデマケーションは、灌漑面積1,000ha未満がLGED、それ以上がBWDB。

４．堤防の設計基準

・高さ：内陸部では波の最高位＋ 1m、沿岸部では＋ 1.5m

・全体の高さは、8フィート、14 フィート、18 フィートの 3種類。幅は 5m程度。

５．その他

・IWM（Institute of Water Modeling）にて衛星画像、プロジェクト実施マップ等は入

手可能。

日　時

場　所
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2007年 12月 12日（水）　9:30-10:30

UNDPダッカ事務所

Ms. Mariko Sato, Coordinator, Rapid Response for Settlement in Crisis, UN-HABITAT, Geneva

JICA：Mr. Zia　

調査団：新納団長

１．UNDP は今次サイクロン対応のため、以下の 6 分野の UNIT を形成した（括弧内は

Lead agency）。

①　Early Recovery（UNDP）

②　Food（WFP：世界食糧計画）＝ Food distribution

③　Health（WHO）

④　 Logistics（WFP）

⑤　Emergency Shelter（IFRC）

⑥　WASH（Water Sanitation and School）（UNICEF）

２．現在、国連各グループはこれらのクラスターの活動を補強するため、様々なミッショ

ンがバングラデシュに入っており、自分もその1人。今回は①Early Recoveryを補強す

るためのUNDPのCrisis Prevention & Recovery Bureau の Puji Pujonoと同行している。

①は更にa）livelihood、 b）Coomunitation、c）Risk reductionの 3ユニットに分かれてお

り、13日から 20日にかけてこれら分野のニーズアセスメントのために被災地に60人

以上が赴くことになっている。対象地域は以下 6 県。Barisal、Bagerhat、Borguna、

Jalokathi、Patuakhali、Pirojpur。

３．国連では、緊急支援から復旧にいたる間の空白期間（災害発生から数ヵ月まで）を

どう埋めるかが課題となっており、今回の補強はその空白を満たすもの。

４．調査方法は基礎的データの収集（国レベル、県レベル、可能な限りウパジラレベル）、

被災地でのデータ収集（インタビューなど）であり、結果は 12 月 30 日に発表予定。

５．UN-HABITAT の関心は住宅の復旧。サイクロンに強い住宅技術については、

Bangladesh Red Crescent SocietyがBattling the Storm - Study on Cyclone Resistant Housing

という現地適応型の建築技術書を出している（冊子入手済み）。これを土台にして標準

を作成し、政府に提案するつもり。ただし、このようなことを実施している省庁がな

く、今のところ責任官庁が不明確である。なお、Housing reconstructionについてはドイ

ツ技術協力公社（GTZ）が関心を示している。

６．住宅建設技術については、日本への依頼事項があるとすれば、JICAが横浜で港湾局

と実施している津波に強い住宅建設に関する研修である。スリランカのカウンターパー

トがこのコースに参加し、非常に参考になったと言っていた。専門家の派遣等につい

ては、今のところ特に要望はない。
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